
JP 5118414 B2 2013.1.16

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　動力源と、車輪ブレーキと、前記車輪ブレーキが発生しているブレーキトルクを検出す
るブレーキトルクセンサと、前記動力源の出力及び前記車輪ブレーキのブレーキ力を制御
するコントローラとを備えた車両用動力源及び車両ブレーキ制御装置において、
　所定の車輪の角加速度を検出する車輪角加速度検出手段と、
　車両の前後方向の加速度を検出する前後加速度センサと、
　車両の横方向の加速度を検出する横加速度センサと、
　ハンドルの操舵角を検出する舵角センサと、を備え、
　前記コントローラは、
　前記ブレーキトルクセンサが検出した前記ブレーキトルクと、前記前後加速度センサが
検出した前記車両の前後方向の加速度と、前記横加速度センサが検出した前記車両の横方
向の加速度と、前記舵角センサが検出した前記ハンドルの操舵角と、に基づいて前記所定
の車輪がスリップしていないか否かを判定し、前記ブレーキトルクと、前記車両の前後方
向の加速度と、前記車両の横方向の加速度と、前記ハンドルの操舵角と、がゼロであった
場合、前記所定の車輪がスリップしていないと判定する制御判定手段と、
　前記制御判定手段が前記所定の車輪がスリップしていないと判定したとき、駆動力が追
加されるように前記動力源の出力を制御するとともに、前記駆動力と釣り合う分の前記ブ
レーキ力を付加させて、前記所定の車輪の角加速度がゼロとなるように前記動力源及び前
記車輪ブレーキを制御するブレーキ力・駆動力制御手段と、
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　前記ブレーキ力・駆動力制御手段により前記所定の車輪の角加速度がゼロになるように
制御されているとき、前記動力源の出力により駆動輪に追加されている駆動トルク及び前
記ブレーキトルクセンサで検出された前記ブレーキトルクに基づいて前記所定の車輪のタ
イヤ空気圧の低下を検出する空気圧低下検出手段とを、
　備えたことを特徴とする車両用動力源及び車輪ブレーキ制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車輪の空気圧低下の検出に関する。
【背景技術】
【０００２】
　車輪の空気圧が低下すると、急ハンドル操作を行ったとき車両の安定性を確保しにくく
なることなどの問題があるため、車輪の空気圧の低下を検出して車両の安定性を確保する
必要がある。車輪の空気圧の検出は、直接タイヤ内部に設置されたセンサを使用する直接
式と、４輪の回転速度を比較して、空気圧の低下を検出する間接式がある。
【０００３】
　空気圧の検出に係る先行技術として特許文献１がある。特許文献１には、車輪速度の相
互比較によって空気圧の低下を検出することが記載されている。
【特許文献１】特開２００５－１５３７９４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、直接式はセンサを使用するためコストが高くなるという問題点がある。
また、間接式では、全ての車輪が均等に圧力低下した場合（浸透漏洩）に圧力低下検知が
できず、また、負荷半径の変化は微小で、制動及び駆動力によるスリップの影響や、タイ
ヤの摩擦摩耗によるスリップの影響を取り除く必要があり、高精度な検出ができないとい
う問題点があった。
【０００５】
　本発明は、上記問題点に鑑みてなされたものであり、ブレーキトルクを検出することに
より、車輪の空気圧低下を判定する車両用動力源及び車両ブレーキ制御装置を提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　請求項１記載の発明によれば、動力源と、車輪ブレーキと、前記車輪ブレーキが発生し
ているブレーキトルクを検出するブレーキトルクセンサと、前記動力源の出力及び前記車
輪ブレーキのブレーキ力を制御するコントローラとを備えた車両用動力源及び車両ブレー
キ制御装置において、所定の車輪の角加速度を検出する車輪角加速度検出手段と、車両の
前後方向の加速度を検出する前後加速度センサと、車両の横方向の加速度を検出する横加
速度センサと、ハンドルの操舵角を検出する舵角センサと、を備え、前記コントローラは
、前記ブレーキトルクセンサが検出した前記ブレーキトルクと、前記前後加速度センサが
検出した前記車両の前後方向の加速度と、前記横加速度センサが検出した前記車両の横方
向の加速度と、前記舵角センサが検出した前記ハンドルの操舵角と、に基づいて前記所定
の車輪がスリップしていないか否かを判定し、前記ブレーキトルクと、前記車両の前後方
向の加速度と、前記車両の横方向の加速度と、前記ハンドルの操舵角と、がゼロであった
場合、前記所定の車輪がスリップしていないと判定する制御判定手段と、前記制御判定手
段が前記所定の車輪がスリップしていないと判定したとき、駆動力が追加されるように前
記動力源の出力を制御するとともに、前記駆動力と釣り合う分の前記ブレーキ力を付加さ
せて、前記所定の車輪の角加速度がゼロとなるように前記動力源及び前記車輪ブレーキを
制御するブレーキ力・駆動力制御手段と、前記ブレーキ力・駆動力制御手段により前記所
定の車輪の角加速度がゼロになるように制御されているとき、前記動力源の出力により駆
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動輪に追加されている駆動トルク及び前記ブレーキトルクセンサで検出された前記ブレー
キトルクに基づいて前記所定の車輪のタイヤ空気圧の低下を検出する空気圧低下検出手段
とを備えたことを特徴とする車両用動力源及び車輪ブレーキ制御装置が提供される。
【発明の効果】
【０００７】
　請求項１記載の発明によると、制御判定手段が所定の車輪がスリップしていないと判定
したときに、タイヤ空気圧低下を検出するので、所定の車輪の角加速度がゼロであるとき
に、車輪についての運動方程式が、ブレーキトルク、駆動トルク、転がり抵抗、車輪の上
下荷重、車輪の動半径及び走行抵抗により表される。この運動方程式に基づいて、車輪の
タイヤ空気圧の低下を検出することができる。従って、車輪速度を相互に比較せずに空気
圧の低下を判定することができ、空気圧低下の検出精度が向上する。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　図１は、本発明の実施形態に係る車両のブレーキ系及び駆動系を示す概略構成図である
。図１に示すように、車両１は、液圧式ブレーキ装置２、エンジンＥ、自動変速機Ｔ、ス
ロットル弁駆動装置４、車輪ブレーキ６ＦＬ～６ＲＲ、ブレーキトルクセンサ８ＦＬ～８
ＲＲ、車輪速度センサ１０ＦＬ～１０ＲＲ、前後加速度センサ１２、横加速度センサ１４
、舵角センサ１６、スロットル開度センサ１８及びＥＣＵ１９を備える。
【０００９】
　フロントエンジン・フロントドライブの車両１が備える左右の駆動輪である、左右前輪
ＷＦＬ，ＷＦＲには、エンジンＥに直列に連結された自動変速機Ｔからの出力が伝達され
、これらの前輪ＷＦＬ，ＷＦＲには、左前輪車輪ブレーキ６ＦＬ、右前輪車輪ブレーキ６
ＦＲが装着される。また、左右の従動輪である左、右後輪ＷＲＬ，ＷＲＲには左、右後輪
車輪ブレーキ６ＲＬ，６ＲＲが装着されている。
【００１０】
　図２に示す液圧式ブレーキ装置２のマスタシリンダ３１には、負圧ブースタ３２を介し
てブレーキペダルＰからブレーキ操作力が入力される。マスタシリンダ３１は、タンデム
型に構成されたものであり、例えば、左前輪ブレーキ６ＦＬ、右後輪ブレーキ６ＲＲに対
応する出力ポート３５と、右前輪ブレーキ６ＦＲ及び左後輪ブレーキ６ＲＬに対応する出
力ポート３６とを備え、出力ポート３５，３６には液圧路３７，３８がそれぞれ接続され
る。出力ポート３５側のブレーキ装置と、出力ポート３６側のブレーキ装置は同一構成で
あるので、出力ポート３５側のブレーキ装置について説明し、出力ポート３６側のブレー
キ装置については説明を省略する。車輪ブレーキ６ＦＬ～６ＲＲは液圧配管によりブレー
キ装置に接続される。
【００１１】
　マスタシリンダ３１の出力液圧は、吸入弁４１及び吐出弁４２を有し、モータ３９で駆
動されるポンプ４０で増圧可能であり、吐出弁４２は液圧路３７に接続されている。
【００１２】
　液圧路３７及び車輪ブレーキ６ＦＬ，６ＲＲ間には、調圧装置４４が設けられており、
この調圧装置４４は、液圧路３７及び液圧路４３間に設けられる比例型常開型電磁弁５４
と、液圧路３７及びチェック弁５２間に設けられる常閉型電磁弁５３と、左前輪ブレーキ
６ＦＬ及び液圧路３７間に設けられる常開型電磁弁４５と、右後輪ブレーキ６ＲＲ及び液
圧路３７間に設けられる常開型電磁弁４６と、各ブレーキ６ＦＬ，６ＲＲ側から液圧路３
７側へのブレーキ液圧の流通を許容して常開型電磁弁４５，４６にそれぞれ並列に接続さ
れる一対の一方向弁４７，４８と、リザーバ４９と、各車輪ブレーキ６ＦＬ，６ＲＲ及び
リザーバ４９間にそれぞれ設けられる常閉型電磁弁５０，５１とを備える。リザーバ４９
は、吸入弁４１にチェック弁５２を介して接続されている。
【００１３】
　調圧装置４４は、ブレーキ操作時に、常閉型電磁弁５３を閉弁し、比例型常開型電磁弁
５４及び常開型電磁弁４５，４６を開弁するともに、常閉型電磁弁５０，５１を閉弁する
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ことによりマスタシリンダ３１からの液圧を、液圧路３７を通して車輪ブレーキ６ＦＬ，
６ＲＲに供給する。また、常閉型電磁弁５３を閉弁し、常開型電磁弁４５，４６を開弁し
、比例型常開型電磁弁５４を閉弁するとともに、常閉型電磁弁５０，５１を閉弁すること
により車輪ブレーキ６ＦＬ～６ＲＲのブレーキ液圧を保持する。
【００１４】
　常閉型電磁弁５３を閉弁し、常開型電磁４５，４６を開弁するともに、常閉型電磁弁５
０，５１を閉弁し、比例型常開電磁弁５４の通電量を制御して徐々に開弁することにより
、車輪ブレーキ６ＦＬ，６ＲＲのブレーキ液圧をマスタシリンダ３１側に徐々に解放する
。
【００１５】
　更に、非ブレーキ操作中に、常閉型電磁弁５３を開弁し、比例型常開型電磁弁５４及び
常開型電磁弁４５，４６を開弁するともに、常閉型電磁弁５０，５１を開弁した状態でモ
ータ３９を作動せしめることにより、ポンプ４０がマスタシリンダ３１側からブレーキ液
を吸収して加圧したブレーキ液を液圧路３７側に吐出することになり、この状態で、比例
型常開型電磁弁５４を閉弁し、常閉型電磁弁５０，５１を閉弁し、常開型電磁弁４５，４
６のうち制動力を付加しようとする車輪ブレーキに対応する常開型電磁弁を開弁し、他の
常開型電磁弁を閉弁することにより、制動力を付加しようとする車輪ブレーキにブレーキ
液圧を作動せしめて、ブレーキ力を発揮せしめる。
【００１６】
　液圧路３７は、常閉型電磁弁５３を介して吸入弁４１及びチェック弁５２間に接続され
るとともに、比例型常開型電磁弁５４を介して液圧路４３に接続される。
【００１７】
　ポンプ４０を駆動するモータ３９のオン・オフ作動、調圧装置４４の各常開型電磁弁４
５，４６、各常閉型電磁弁５０，５１の開閉作動、常閉型電磁弁５３の開閉作動及び比例
型常開型電磁弁５４の通電量による開閉量の制御はＥＣＵ１９により制御される。
【００１８】
　スロットル弁駆動装置４は、ＥＣＵ１９により制御されて図示しないスロットル弁を駆
動する。車輪ブレーキ６ＦＬ～６ＲＲは、液圧式ブレーキ装置２より供給されたブレーキ
液圧に基づいて、ブレーキトルクを発揮する。ブレーキトルクセンサ８ＦＬ～８ＲＲは、
車輪ブレーキ６ＦＬ～６ＲＲにより発揮されたブレーキトルクを検出する。
【００１９】
　車輪速度センサ１０ＦＬ～１０ＲＲは、車輪ＷＦＬ～ＷＲＲの車輪速度を検出する。前
後加速度センサ１２は、車両１の前後方向の加速度を検出する。横加速度センサ１４は、
横方向の加速度を検出する。舵角センサ１６は、ハンドルの操舵角を検出する。スロット
ル開度センサ１８は、スロットル弁の開度を検出する。これらセンサの出力は、ＥＣＵ１
９に入力される。
【００２０】
　図３は、本発明の実施形態に係るＥＣＵ１９の車両用動力源及び車輪ブレーキ制御装置
に係る機能ブロック図である。図３に示すように、車両用動力源及び車両ブレーキ制御装
置は、ＦＲ空気圧低下判定制御手段１００ＦＲ、ＦＬ空気圧低下判定制御手段１００ＦＬ
、ＲＲ空気圧低下判定制御手段１００ＲＲ、ＲＬ空気圧低下判定制御手段１００ＲＬ及び
パンク判定手段１０２を備える。ＦＲ空気圧低下判定制御手段１００ＦＲは、右前輪ＷＦ
Ｒの空気圧低下を判定する。ＦＬ空気圧低下判定制御手段１００ＦＬは、左前輪ＷＦＬの
空気圧低下を判定する。ＲＲ空気圧低下判定制御手段１００ＲＲは、右後輪ＷＲＲの空気
圧低下を判定する。ＲＬ空気圧低下判定制御手段１００ＲＬは、左後輪ＷＲＬの空気圧低
下を判定する。パンク判定手段１０２は、各空気圧低下判定制御手段１００ＦＲ～１００
ＲＬにより検出された空気圧が一定以上低下したと判定したとき、車輪ＷＦＲ～ＷＲＬに
装備されたタイヤがパンクしていると判定する。
【００２１】
　駆動輪である左前輪ＷＦＬ及び右前輪ＷＦＲについてのＦＬ空気圧低下判定制御手段１
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００ＦＬ、ＦＲ空気圧低下判定制御手段１００ＦＲの処理は同じであり、以下、駆動輪空
気圧判定制御手段と記載し、左右の駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲを区別しない。また、従動輪で
ある左後輪ＷＲＬ及び右後輪ＷＲＲについてのＲＬ空気圧低下判定制御手段１００ＲＬ、
ＲＲ空気圧低下判定制御手段１００ＲＲの処理は同じであり、以下、従動輪空気圧判定制
御手段と記載し、左右の従動輪ＷＲＬ，ＷＲＲを区別しない。
【００２２】
　第1実施形態
　図４は本発明の第１実施形態による駆動輪空気圧低下判定制御手段の機能ブロック図で
ある。図４に示すように、駆動輪空気圧低下判定制御手段は、制御判定手段１５０、駆動
力制御手段１５２、駆動輪ブレーキ力制御手段１５４及び駆動輪空気圧低下判定手段１５
６を備える。本実施形態では、両駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲにそれぞれ駆動トルクＴｄを追加
して、判定対象の駆動輪が一定速度なるように両駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲにブレーキトルク
Ｔｂを付加した状態で判定対象の駆動輪の空気圧低下を判定する。
【００２３】
　制御判定手段１５０は、判定対象の駆動輪の空気圧低下を判定する所定の条件を満たし
ていないか否かを判定する。所定の条件とは、判定対象の駆動輪がスリップしていないこ
と、車速が一定範囲であること及び判定対象の駆動輪の車輪速度が一定であることである
。
【００２４】
　転がり定数μｒは、図５に示すように、空気圧正常時の転がり定数をμ１、空気圧低下
小時の転がり定数をμ２、空気圧低下大時の転がり定数をμ３とすると、空気圧が低下す
ると、路面とタイヤの接触面積が大きくなることから、μ１＜μ２＜μ３の関係が成り立
つ。
【００２５】
　非ブレーキ操作状態、前後加速度センサ１２より検出される前後加速度がゼロ、横加速
度センサ１４より検出される横加速度がゼロ、舵角センサ１６より検出される舵角がゼロ
であれば、車両は等速直線運動をしており、車輪はスリップしていないと判断できる。
【００２６】
　駆動輪の車輪速度が一定（角加速度がゼロ）であることが条件となっているのは、後述
するように、車輪速度が一定の場合は、車輪の角加速度によるホイールイナーシャに基づ
くトルクがゼロとなり、ホイールイナーシャを無視することができるからである。車輪速
度が一定であることは、車輪速度センサ１０により検出される車輪速度から角速度を求め
て、その時間微分した角加速度がゼロであること、あるいは、車輪速度が一定であること
により検出する。
【００２７】
　車速が一定の範囲、例えば、車速が１０ｋｍ／ｈ以上、３０ｋｍ／ｈ未満であることと
したのは、それよりも低速走行であれば、車輪速度が一定時の駆動トルクが小さくなり空
気圧低下判定の精度が悪くなること、高速走行であれば、車輪速度が一定時の駆動トルク
が大きくなり、空気圧低下判定のための制御を行わなくても精度上問題がないからである
。また、車輪速度が１０ｋｍ／ｈ以上、３０ｋｍ／ｈ未満の通常走行で空気圧低下判定を
精度良く、且つ、頻繁に行うことができるからである。更に、後述するように、通常走行
では、走行抵抗が一定であると仮定することができ、空気圧力低下判定がより容易になる
からである。
【００２８】
　駆動力制御手段１５２は、エンジン回転数、スロットル開度、トルクコンバータを有す
る自動変速機Ｔではエンジン回転数とメインシャフト回転数から算出されるトルコン増幅
率に基づいて、スロットル弁駆動装置４を制御して、スロットル弁を開いて、一定の駆動
トルクが駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲに追加されるようにする。判定対象の駆動輪に追加された
全体の駆動トルクをＴｄとする。追加する駆動トルクは、例えば、加速度で０．１Ｇ程度
とする。
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【００２９】
　駆動輪ブレーキ力制御手段１５４は、追加された駆動トルクによる駆動輪の加速分を補
償し、判定対象の駆動輪の車輪速度が駆動トルク追加前と同じ一定の速度となるように、
空気圧低下判定対象の車輪速度センサ１０が検出した車輪速度に基づいて、両駆動輪ＷＦ
Ｌ，ＷＦＲにブレーキトルクＴｂを追加する。
【００３０】
　例えば、液圧路３７に係るブレーキ装置については、非ブレーキ操作中に、常閉型電磁
弁５３を開弁し、比例型常開型電磁弁５４及び常開型電磁弁４５，４６を開弁するともに
、常閉型電磁弁５０，５１を開弁した状態でモータ３９を作動せしめることにより、ポン
プ４０がマスタシリンダ３１側からブレーキ液を吸収して加圧・調整したブレーキ液を液
圧路３７側に吐出することになり、この状態で、比例型常開型電磁弁５４を閉弁し、常閉
型電磁弁５０，５１を閉弁し、常開型電磁弁４５，４６のうち制動力を付加しようとする
駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲの車輪ブレーキ６ＦＬ，６ＲＲに対応する常開型電磁弁４５を開弁
し、他の常開型電磁弁４６を閉弁することにより、制動力を付加しようとするＷＦＬ，Ｗ
ＦＲの車輪ブレーキ６ＦＬ，６ＲＲにブレーキ液圧を作動せしめて、ブレーキ力を発揮せ
しめる。この際ブレーキトルクＴｂは、判定対象の駆動輪のブレーキトルクセンサ８で検
出される。
【００３１】
　このとき、駆動トルクが追加されているので、全体の駆動トルクＴｄは増加して、駆動
トルクＴｄの算出精度が高くなり、空気圧低下判定の精度が向上する。
【００３２】
　駆動輪空気圧低下判定手段１５６は、以下のようにして、判定対象の駆動輪の空気圧低
下を判定する。駆動トルクＴｄとブレーキトルクＴｂと走行抵抗Ｔｒが駆動輪に作用して
、駆動トルクＴｄとブレーキトルクＴｂが釣り合ってとき（従動輪ＷＲＬ，ＷＲＲにブレ
ーキトルクが付加されていないとき）、路面を走行している駆動輪について、式（１）に
示す運動方程式が成り立つ。
【００３３】
　Ｉｄω／ｄｔ＝Ｗ×ｒ×（μ－μｒ）＋Ｔｄ－Ｔｂ－Ｔｒ　　　　・・・　（１）
　Ｉは駆動輪のホイールイナーシャ、ｄω／ｄｔは判定対象の駆動輪の角加速度、Ｗは判
定対象の駆動輪荷重、ｒは判定対象の駆動輪の動半径、μはタイヤと路面間の摩擦係数、
μｒはタイヤの転がり抵抗、Ｔｒは１つの車輪当りの走行抵抗のトルク換算値である。こ
こで、Ｔｄはプラス、ブレーキトルクＴｂはマイナス、走行抵抗Ｔｒはマイナス、μｒは
プラスである。
【００３４】
　判定対象の駆動輪の車輪速度が一定なので、ｄω／ｄｔ＝０が成り立つ。また、判定車
輪のスリップ率が０なので、スリップ率が０で路面を走行していることから、かかる路面
から作用されるタイヤトルクにおける路面μは小さいものであると仮定できる。従って路
面μは転がり抵抗μｒに比べて十分小さくゼロと仮定することができ、μ－μｒ＝－μｒ
である。車輪速度が１０～３０ｋｍ／ｈと比較的低速なので、図６に示すように、走行抵
抗Ｔｒが一定値であるとすることができる。尚、走行抵抗Ｔｒは、車速と走行抵抗との関
係を示すマップを検索して、算出しても良い。
【００３５】
　上記条件が成り立つと、式（２）が成り立つ。
【００３６】
　０＝Ｗ×ｒ×（－μｒ）＋Ｔｄ－Ｔｂ－Ｔｒ　　　　　　　　　　　・・・　（２）
　式（２）より式（３）が成り立つ。
【００３７】
　ｒ＝（－Ｔｄ＋Ｔｂ＋Ｔｒ）／（Ｗ×（－μｒ））　　　 　　　　　・・・　（３）
　ここで、Ｔｄ，Ｔｂ，Ｔｒ，Ｗは既知であることから、ｒ×（－μｒ）が算出される。
図５に示すように、μｒは、車輪の空気圧の変動により大きく変動（最小の転がり抵抗に
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対する転がり抵抗の比率の変動）するが、車輪の動半径ｒは、空気圧が低下するにつれて
小さくはなるが、その変動（最小の車輪の動半径に対する動半径の比率の変動）は、転が
り抵抗μｒの変動よりも小さく、ｒ×μｒは、略μｒにより決定されることから、転がり
抵抗μｒを算出（例えば、ｒ×μｒと転がり抵抗μｒとの関係をマップに記憶しておきマ
ップを検索）することができる。従って、転がり抵抗μｒと空気圧との関係により、算出
した転がり抵抗μｒに相当する空気圧を算出することにより空気圧低下を判断することが
できる。
【００３８】
　または、車輪の空気圧が低下すると、転がり定数μｒは大きくなり、（－Ｔｄ＋Ｔｂ＋
Ｔｒ）においてＴｒを一定とすると、（－Ｔｄ＋Ｔｂ）が大きくなる。よって、（－Ｔｄ
＋Ｔｂ）の絶対値が、前回判定したときよりも大きくなっているとき、あるいは、所定値
を越えたときに、空気圧低下であると判定する。
【００３９】
　逆に、車輪の空気圧が高くなると、転がり定数μｒは小さくなり、（－Ｔｄ＋Ｔｂ＋Ｔ
ｒ）においてＴｒを一定とすると、（－Ｔｄ＋Ｔｂ）が小さくなる。よって、（－Ｔｄ＋
Ｔｂ）の絶対値が、前回判定したときよりも小さくなっているとき、空気圧が高くなった
と判定する。尚、算出した転がり定数μｒを式（３）に代入して、動半径ｒを算出しても
良い。
【００４０】
　駆動輪空気圧低下判定手段１５６は、駆動力制御手段１５２の制御により判定対象の駆
動輪に追加された、エンジン回転数、スロットル開度、トルクコンバータを有する自動変
速機Ｔではエンジン回転数とメインシャフト回転数から算出されるトルコン増幅率に基づ
いて算出される判定対象の駆動輪への全体の駆動トルクＴｄ、判定対象の駆動輪のブレー
キトルクセンサ８により検出されたブレーキトルクＴｂ、駆動輪の上下荷重Ｗ、走行抵抗
Ｔｒ及び式（３）から転がり抵抗μｒを算出する。そして、転がり抵抗μｒより判定対象
の駆動輪が空気圧低下しているか否かを判定する。
【００４１】
　あるいは、以前に測定した（－Ｔｄ＋Ｔｂ）をメモリに記憶しておき、今回測定した（
－Ｔｄ＋Ｔｂ）の絶対値と以前、例えば、前回測定したときの（－Ｔｄ＋Ｔｂ）の絶対値
とを比較することにより、今回値が前回値よりも大きくなっていれば、前回よりも空気圧
が低下していると判断する。また、今回値が前回値よりも小さくなっていれば、前回より
も空気圧が高くなった判断する。
【００４２】
　制御前の状態、即ち、駆動トルクＴｄを追加する前でも、駆動トルクＴｄから空気圧低
下判定を行うことができる。しかしながら、駆動トルクＴｄが小さくなることから、その
算出の精度が低下するという問題がある。本実施形態では、駆動トルクＴｄを追加してい
ることから駆動トルクＴｄが増大しており、駆動トルクＴｄの算出の精度を高めることが
でき、その結果、通常走行において、高精度な空気圧低下を判定することができる。また
、通常走行において、空気圧低下判定を実施することから、空気圧低下判定の頻度を高め
ることができる。
【００４３】
　図７は本発明の第１実施形態による駆動輪空気圧低下判定方法を示すフローチャートで
ある。以下、図面を参照して、駆動輪の空気圧低下判定方法の説明をする。ステップＳ２
で、車速が一定範囲であるか否かを判定する。肯定判定ならば、ステップＳ４に進み、否
定判定ならば、制御条件を満たしていないので終了する。ステップＳ４で、判定対象の駆
動輪の車輪速度が一定であるか否かを判定する。肯定判定ならば、ステップＳ６に進み、
否定判定ならば、制御条件を満たしていないので終了する。
【００４４】
　ステップＳ６で、４個の車輪ブレーキ６ＦＬ～６ＲＲが非ブレーキ操作状態であるか否
かを判定する。肯定判定ならば、ステップＳ８に進み、否定判定ならば、制御条件を満た
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していないので終了する。ステップＳ８で、舵角センサ１６により検出された舵角がゼロ
であるか否かを判定する。肯定判定ならば、ステップＳ１０に進み、否定判定ならば、制
御条件を満たしていないので終了する。
【００４５】
　ステップＳ１０で、前後加速度センサ１２により検出された前後加速度がゼロであるか
否かを判定する。肯定判定ならば、ステップＳ１２に進み、否定判定ならば、制御条件を
満たしていないので終了する。ステップＳ１２で、横加速度センサ１４により検出された
横加速度がゼロであるか否かを判定する。肯定判定ならば、ステップＳ１４に進み、否定
判定ならば、制御条件を満たしていないので終了する。
【００４６】
　ステップＳ１４で、車輪がスリップしておらず、安定状態であり、通常車輪速度域であ
り、判定対象の駆動輪の車輪速度が一定であり、制御条件を満たしているので、液圧式ブ
レーキ装置２を制御して、スロットル弁を開き、エンジン出力トルクを増加して、判定対
象の駆動輪に駆動トルクＴｄを追加する。ここで、追加する駆動トルクは一定とする。Ｔ
ｄは判定対象の駆動輪に作用する全体の駆動トルクである。
【００４７】
　ステップＳ１６で、液圧式ブレーキ装置２を制御して、駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲの車輪ブ
レーキ６ＦＬ，６ＦＲに所定のブレーキ液圧を作用せしめて、両駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲに
同じブレーキトルクＴｂを付加する。このブレーキトルクＴｂは、判定対象の車輪のブレ
ーキトルクセンサ８で検出される。ステップＳ１８で、判定対象の駆動車輪の速度が制御
前の車輪速度に一致したか否かを判定する。肯定判定ならば、ステップＳ２０に進み、否
定判定ならば、ステップＳ１６に戻り、判定対象の駆動輪の車輪速度が制御前の車輪速度
に一致するまで、両駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲにブレーキトルクＴｂを少しずつ付加する。
【００４８】
　ステップＳ２０で、スロットル開度センサ１８により検出されるスロットル開度及びエ
ンジン回転数、並びにトルクコンバータを有する変速機Ｔではメインシャフト回転数とエ
ンジン回転数に基づくトルク増幅率から算出した駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲへの駆動トルクＴ
ｄ、判定対象の駆動輪のブレーキトルクセンサ８により検出されたブレーキトルクＴｂ、
車輪の荷重Ｗ及び走行抵抗Ｔｒ及び式（３）から、転がり定数μｒを算出し、判定対象の
駆動輪のタイヤ空気圧の低下を判定する。
【００４９】
　あるいは、空気圧低下の判定毎に、判定対象の駆動輪について、（－Ｔｄ＋Ｔｂ）の絶
対値をメモリに記憶しておき、今回の判定対象の駆動輪の（－Ｔｄ＋Ｔｂ）の絶対値とメ
モリに記憶された判定対象の駆動輪の以前の（－Ｔｄ＋Ｔｂ）の絶対値とを比較して、今
回の絶対値が以前の絶対値よりも大きくなったとき、空気圧低下であると判定し、今回の
絶対値が以前の絶対値よりも小さくなったとき、空気圧が高くなったと判定する。
【００５０】
　以上説明したように、本実施形態によれば、駆動トルクＴｄを追加していることから駆
動トルクＴｄが増大し、駆動トルクＴｄの算出の精度を高めることができて、通常走行に
おいて、高精度な空気圧低下を判定することができる。また、通常走行において、空気圧
低下判定を実施することから、空気圧低下判定の頻度を高めることができる。尚、今回の
駆動輪の空気圧低下判定を本実施形態による方法により実施した場合は、次回の駆動輪の
空気圧低下判定についても今回と同様に本実施形態による方法により実施される。
【００５１】
　図８は本発明の第１実施形態による従動輪空気圧低下制御手段の機能ブロック図である
。図８に示すように、従動輪空気圧低下制御手段は、制御判定手段１６０、駆動力制御手
段１６２、従動輪ブレーキ力制御手段１６４、駆動輪ブレーキ力制御手段１６６及び従動
輪空気圧低下判定手段１６８を具備する。本実施形態では、駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲに駆動
トルクＴｄを追加し、判定対象の従動輪が一定速度となるように、両駆動輪ＷＦＬ，ＷＦ
Ｒ及び両従動輪ＷＲＬ，ＷＲＲにブレーキ力を付加した状態で判定対象の従動輪の空気圧
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低下を判定する。
【００５２】
　制御判定手段１６０は、判定対象の従動輪がスリップしておらず、車速が上述したと同
様に一定範囲であり、判定対象の従動輪の車輪速度が一定であるときに、従動輪の空気圧
低下判定をするための条件が満たされたと判定する。従動輪がスリップしていないことは
、駆動輪がスリップしていない条件と同じである。
【００５３】
　駆動力制御手段１６２は、図４中の駆動力制御手段１５２と実質的に同一であり、駆動
輪ＷＦＬ，ＷＦＲに駆動トルクＴｄを追加する。追加する駆動トルクは、駆動力制御手段
１５２の制御によるものと同じである。従動輪ブレーキ力制御手段１６４は、液圧式ブレ
ーキ装置２を制御して、両従動輪ＷＲＬ，ＷＲＲの車輪ブレーキ６ＲＬ，６ＲＲにブレー
キ液圧を作用せしめて、両従動輪ＷＦＬ，ＷＦＲにそれぞれブレーキトルクＴｂを付加す
る。駆動輪ブレーキ力制御手段１６６は、液圧式ブレーキ装置２を制御して、両駆動輪Ｗ
ＦＬ，ＷＦＲの車輪ブレーキ６ＦＬ，６ＦＲにブレーキ液圧を作用せしめて、両駆動輪Ｗ
ＦＬ，ＷＦＲにそれぞれブレーキトルクＴｂを付加する。ここで、従動輪ＷＲＬ，ＷＲＲ
と駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲに付加するブレーキトルクＴｂを等しくする。
【００５４】
　更に、従動輪ブレーキ力制御手段１６４及び駆動輪ブレーキ力制御手段１６６は、判定
対象の従動輪の車輪速度が制御前と同じ一定の車輪速度となるように、４個の車輪ブレー
キ６ＦＬ～６ＲＲにブレーキトルクＴｂを少しずつ付加する。
【００５５】
　従動輪空気圧低下判定手段１６８は、以下のようにして、判定対象の車輪の空気圧低下
を判定する。従動輪にブレーキトルクＴｂと走行抵抗Ｔｒが車輪に作用して、車輪が路面
を走行しているとき、この従動輪について、式（4）に示す運動方程式が成り立つ。
【００５６】
　Ｉｄω／ｄｔ＝Ｗ×ｒ×μ＋Ｗ×ｒ×（－μｒ）－Ｔｂ－Ｔｒ　　・・・　　（４）
　Ｉは従動輪のホイールイナーシャ、ｄω／ｄｔは判定対象の従動輪の角加速度、Ｗは車
輪荷重、ｒは車輪動半径、μはタイヤと路面間の摩擦係数、μｒはタイヤの転がり抵抗、
Ｔｒは１つの車輪当りの走行抵抗のトルク換算値である。ここで、ブレーキトルクＴｂを
マイナス、走行抵抗Ｔｒをマイナスとする。
【００５７】
　従動輪にブレーキトルクＴｂを付加していることから、ブレーキトルクＴｂに見合うタ
イヤの回転方向と同じ方向に作用する路面からのタイヤトルクが発生し、μを正の値とし
て扱うことができる。
【００５８】
　判定対象の従動輪の車輪速度が一定なので、ｄω／ｄｔ＝０が成り立つ。従動輪の車輪
速度が１０～３０ｋｍ／ｈと比較的低速なので、走行抵抗Ｔｒが一定値とすることができ
る。上記条件が成り立つと、式（５）が成り立つ。
【００５９】
　０＝Ｗ×ｒ×μ＋Ｗ×ｒ×（－μｒ）－Ｔｂ－Ｔｒ　　　　　　　　・・・　（５）
　式（５）より式（６）が成り立つ。
【００６０】
　ｒ＝（Ｔｂ＋Ｔｒ）／（Ｗ×μ＋Ｗ×（－μｒ））　　　   　　　　・・・　（６）
　判定対象の従動輪のスリップ率が０であり、従動輪がスリップ率が０で路面を走行して
いることから、かかる路面から作用されるタイヤトルクにおける路面μは小さいものであ
ると仮定できる。従って、（６）において、路面μは転がり抵抗μｒに比べて十分小さく
ゼロと仮定することができる。ここで、Ｔｂ，Ｔｒ，Ｗは既知であり、μ＝０とし、上述
したと同様にして、式（６）より転がり抵抗μｒを算出し、タイヤ空気圧低下を判定する
。
【００６１】
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　あるいは、空気圧低下の判定毎に、判定対象の従動輪について、Ｔｂの絶対値をメモリ
に記憶しておき、今回の判定対象の従動輪のＴｂの絶対値とメモリに記憶された判定対象
の従動輪の以前のＴｂの絶対値とを比較して、今回の絶対値が以前の絶対値よりも大きく
なったとき、空気圧低下であると判定し、今回の絶対値が以前の絶対値よりも小さくなっ
たとき、空気圧が高くなったと判定する。
【００６２】
　図９は本発明の第１実施形態による従動輪の空気圧低下判定方法を示すフローチャート
である。以下、図面を参照して従動輪の空気圧低下判定方法の説明をする。ステップＳ５
０～ステップＳ６２までの処理は、制御対象が駆動輪から従動輪に変わるだけで、図７中
のステップＳ２～ステップＳ１４と同様である。ステップＳ６４で、両駆動輪ＷＦＬ～Ｗ
ＦＲにブレーキトルクＴｂを付加する。ステップＳ６５で、両従動輪ＷＲＬ～ＷＲＲにブ
レーキトルクＴｂを付加する。駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲ及び従動輪ＷＲＬ，ＷＲＲに付加さ
れたブレーキトルクＴｂは、ブレーキトルクセンサ８ＦＬ～８ＲＲで検出される。ここで
、駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲ及び従動輪ＷＲＬ，ＷＲＲに付加するブレーキトルクＴｂを等し
くする。
【００６３】
　ステップＳ６６で、判定対象の従動輪の車輪速度が制御前の車輪速度に一致したか否か
を判定する。肯定判定ならば、ステップＳ６８に進み、否定判定ならば、ステップＳ６４
に戻り、車輪速度が制御前の速度に一致するまで、４輪ＷＦＬ～ＷＲＲにブレーキトルク
Ｔｂを少しずつ付加する。
【００６４】
　ステップＳ６８で、ブレーキトルクセンサ８により検出されたブレーキトルクＴｂ、車
輪への荷重Ｗ、走行抵抗Ｔｒ及び式（６）から、転がり定数μｒを算出して、従動輪の空
気圧低下を判定する。あるいは、以前に測定したＴｂをメモリに記憶しておき、今回測定
したＴｂの絶対値と以前、例えば、前回測定したときのＴｂの絶対値とを比較することに
より、今回値が前回値よりも大きくなっていれば、前回よりも空気圧が低下していると判
定することができる。また、今回値が前回値よりも小さくなっていれば、前回よりも空気
圧が高くなったと判定することができる。
【００６５】
　以上説明したように、駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲに駆動トルクを追加するとともに、駆動ト
ルクの追加分を補償するために、車輪ＷＦＬ～ＷＲＲにブレーキトルクＴｂを付加して、
判定対象の従動輪の車輪速度が一定となったときのブレーキトルクＴｂにより、従動輪の
空気圧低下を正確に判定することができる。尚、今回の従動輪の空気圧低下判定を本実施
形態による方法により実施した場合は、次回の従動輪の空気圧低下判定についても今回と
同様に本実施形態による方法により実施される。
【００６６】
　第２実施形態
　図１０は、本発明の第２実施形態による駆動輪空気圧低下判定制御手段の機能ブロック
図である。駆動輪空気圧低下制御手段は、制御判定手段２００、駆動力制御手段２０２、
駆動輪ブレーキ力制御手段２０４、従動輪ブレーキ力制御手段２０６及び駆動輪空気圧低
下判定手段２０８を具備する。本実施形態では、駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲに駆動トルクＴｄ
を追加し、判定対象の駆動輪が一定速度となるように両駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲ及び両従動
輪ＷＲＬ，ＷＲＲにブレーキトルクＴｂを付加した状態で判定対象の駆動輪の空気圧低下
を判定する。
【００６７】
　制御判定手段２００は、判定対象の駆動輪がスリップしておらず、車速が上述したと同
様に一定範囲であり、駆動輪の車輪速度が一定であるときに、駆動輪の空気圧低下判定を
するための条件が満たされたと判定する。
【００６８】
　駆動力制御手段２０２は、図４中の駆動力制御手段１５２と実質的に同一であり、駆動
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輪ＷＦＬ，ＷＦＲに駆動トルクＴｄを追加する。追加する駆動トルクは、駆動力制御手段
１５２の制御によるものと同じである。駆動輪ブレーキ力制御手段２０４は、液圧式ブレ
ーキ装置２を制御して、両駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲの車輪ブレーキ６ＦＬ，６ＦＲにブレー
キ液圧を作用せしめて、両駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲにそれぞれブレーキトルクＴｂを付加す
る。
【００６９】
　従動輪ブレーキ力制御手段２０６は、液圧式ブレーキ装置２を制御して、両従動輪ＷＲ
Ｌ，ＷＲＲの車輪ブレーキ６ＲＬ，６ＲＲにブレーキ液圧を作用せしめて、両従動輪ＷＦ
Ｌ，ＷＦＲにそれぞれブレーキトルクＴｂを付加する。ここで、駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲと
従動輪ＷＲＬ，ＷＲＲに付加するブレーキトルクＴｂを等しくする。更に、駆動輪ブレー
キ力制御手段２０４及び従動輪ブレーキ力制御手段２０６は、判定対象の駆動輪が制御前
と同じ一定の車輪速度となるように、車輪ブレーキ６ＦＬ～６ＲＲにブレーキトルクＴｂ
を少しずつ付加する。
【００７０】
　駆動輪空気圧低下判定手段２０８は、以下のようにして、判定対象の駆動輪の空気圧低
下を判定する。駆動トルクＴｄ、ブレーキトルクＴｂ、走行抵抗Ｔｒが判定対象の駆動輪
に作用して、駆動輪が路面を走行しているとき、駆動輪について、式（７）に示す運動方
程式が成り立つ。
【００７１】
　Ｉｄω／ｄｔ＝Ｗ×ｒ×（－μ）＋Ｗ×ｒ×（－μｒ）＋Ｔｄ－Ｔｂ－Ｔｒ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　・・・　　（７）
　Ｉは駆動輪のホイールイナーシャ、ｄω／ｄｔは判定対象の駆動輪の角加速度、Ｗは車
輪荷重、ｒは車輪動半径、μはタイヤと路面間の摩擦係数、μｒはタイヤの転がり抵抗、
Ｔｒは１つの車輪当りの走行抵抗のトルク換算値である。ここで、ブレーキトルクＴｂを
マイナス、走行抵抗Ｔｒをマイナスとする。
【００７２】
　追加する駆動トルクは、第１実施形態の駆動輪の空気圧低下判定と同じであるが、第１
実施形態では、駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲにのみブレーキトルクＴｂを付加し、従動輪ＷＲＬ
，ＷＲＲには、ブレーキトルクＴｂを付加しなかったが、本実施形態では、４輪ＷＦＬ～
ＷＲＲにブレーキトルクを付加していることから、そのブレーキトルクＴｂは式（１）中
のブレーキトルクの約１／２である。
【００７３】
　判定対象の車輪速度が一定なので、ｄω／ｄｔ＝０が成り立つ。式（１）では、駆動ト
ルクとブレーキトルクが釣り合っていたが、本実施形態では、ブレーキトルクＴｂが小さ
くなった分だけ、路面μは駆動トルクに見合うタイヤトルクによるものとなる。このとき
、タイヤトルクがタイヤ回転方向と反対方向のトルクであることから、タイヤトルクによ
る路面μは負として扱うことができる。車輪速度が１０～３０ｋｍ／ｈと比較的低速なの
で、走行抵抗Ｔｒが一定値とすることができる。
【００７４】
　上記条件が成り立つと、式（８）が成り立つ。
【００７５】
　０＝Ｗ×ｒ×（－μ）＋Ｗ×ｒ×（－μｒ）＋Ｔｄ－Ｔｂ－Ｔｒ　　・・・　（８）
　式（８）より式（９）が成り立つ。
【００７６】
　ｒ＝（－Ｔｄ＋Ｔｂ＋Ｔｒ）／（Ｗ×（－μ）＋Ｗ×（－μｒ））　　・・・　（９）
　判定対象の駆動輪のスリップ率が０であり、駆動輪がスリップ率０の路面を走行してい
ることから、かかる路面から作用されるタイヤトルクによる路面μは小さいものであると
仮定できる。ここで、Ｔｂ，Ｔｒ，Ｗは既知であり、μ＝０とし、上述したと同様にして
、式（９）より転がり抵抗μｒを算出し、タイヤ空気圧低下を判定する。
【００７７】
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　あるいは、以前に測定した（－Ｔｄ＋Ｔｂ）をメモリに記憶しておき、今回測定した（
－Ｔｄ＋Ｔｂ）の絶対値と以前、例えば、前回測定したときの（－Ｔｄ＋Ｔｂ）の絶対値
とを比較することにより、今回値が前回値よりも大きくなっていれば、前回よりも空気圧
が低下していると判断する。また、今回値が前回値よりも小さくなっていれば、前回より
も空気圧が高くなった判断する。
【００７８】
　図１１は本発明の第２実施形態による駆動輪空気圧低下判定方法を示すフローチャート
である。以下、図面を参照して従動輪の空気圧低下判定方法の説明をする。ステップＳ１
００～ステップＳ１１２までの処理は、図７中のステップＳ２～ステップＳ１４と同様で
ある。ステップＳ１１４で、両駆動輪ＷＦＬ～ＷＦＲにブレーキトルクＴｂを付加する。
ステップＳ１１６で、両従動輪ＷＲＬ～ＷＲＲにブレーキトルクＴｂを付加する。駆動輪
ＷＦＬ，ＷＦＲ及び従動輪ＷＲＬ，ＷＲＲに付加されたブレーキトルクＴｂは、ブレーキ
トルクセンサ８ＦＬ～８ＲＲで検出される。ここで、駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲ及び従動輪Ｗ
ＲＬ，ＷＲＲに付加するブレーキトルクＴｂを等しくする。
【００７９】
　ステップＳ１１８で、判定対象の駆動輪の車輪速度が制御前の車輪速度に一致したか否
かを判定する。肯定判定ならば、ステップＳ１２０に進み、否定判定ならば、ステップＳ
１１４に戻り、判定対象の駆動輪の車輪速度が制御前の車輪速度に一致するまで、４輪Ｗ
ＦＬ～ＷＲＲにブレーキトルクＴｂを少しずつ付加する。
【００８０】
　ステップＳ１２０で、駆動トルクＴｄ、ブレーキトルクセンサ８により検出されたブレ
ーキトルクＴｂ、車輪荷重Ｗ、走行抵抗Ｔｒ及び式（９）から、転がり定数μｒを算出し
て、駆動輪の空気圧低下を判定する。あるいは、以前に測定した（－Ｔｄ＋Ｔｂ）をメモ
リに記憶しておき、今回測定した（－Ｔｄ＋Ｔｂ）の絶対値と以前、例えば、前回測定し
たときの（－Ｔｄ＋Ｔｂ）の絶対値とを比較することにより、今回値が前回値よりも大き
くなっていれば、前回よりも空気圧が低下していると判断する。また、今回値が前回値よ
りも小さくなっていれば、前回よりも空気圧が高くなった判断する。
【００８１】
　本実施形態によれば、第１実施形態の駆動輪空気圧低下判定と同様の効果がある。尚、
今回の駆動輪の空気圧低下判定を本実施形態による方法により実施した場合は、次回の駆
動輪の空気圧低下判定についても今回と同様に本実施形態による方法により実施される。
【００８２】
　第３実施形態
　図１２は、本発明の第３実施形態による駆動輪空気圧低下判定制御手段の機能ブロック
図である。駆動輪空気圧低下判定制御手段は、制御判定手段２５０、駆動力制御手段２５
２、従動輪ブレーキ力制御手段２５４及び駆動輪空気圧低下判定手段２５６を具備する。
本実施形態では、駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲに駆動トルクＴｄを追加し、判定対象の駆動輪が
一定速度となるように従動輪ＷＲＬ，ＷＲＲにブレーキトルクＴｂを付加した状態で判定
対象の駆動輪の空気圧低下を判定する。
【００８３】
　制御判定手段２５０は、判定対象の駆動輪がスリップしておらず、車速が上述したと同
様に一定範囲であり、駆動輪の車輪速度が一定であるときに、駆動輪の空気圧低下判定を
するための条件が満たされたと判定する。駆動力制御手段２５２は、図４中の駆動力制御
手段１５２と実質的に同一である。従動輪ブレーキ力制御手段２５４は、液圧式ブレーキ
装置２を制御して、判定対象の駆動輪の車輪速度が制御前と同じ一定の車輪速度となるよ
うに、車輪ブレーキ６ＲＬ，６ＲＲにブレーキトルクＴｂを少しずつ付加する。
【００８４】
　駆動輪空気圧低下判定手段２５６は、以下のようにして、判定対象の駆動輪の空気圧低
下を判定する。駆動トルクＴｄ、ブレーキトルクＴｂ、走行抵抗Ｔｒが判定対象の駆動輪
に作用し、駆動輪が路面を走行しているとき、駆動輪について、式（１０）に示す運動方
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程式が成り立つ。
【００８５】
　Ｉｄω／ｄｔ＝Ｗ×ｒ×（－μ）＋Ｗ×ｒ×（－μｒ）＋Ｔｄ―Ｔｂ－Ｔｒ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・　　　（１０）
　Ｉは駆動輪のホイールイナーシャ、ｄω／ｄｔは判定対象の駆動輪の角加速度、Ｗは車
輪荷重、ｒは車輪動半径、μはタイヤと路面間の摩擦係数、μｒはタイヤの転がり抵抗、
Ｔｒは１つの車輪当りの走行抵抗のトルク換算値である。
【００８６】
　追加する駆動トルクは、第１実施形態の駆動輪の空気圧低下判定の場合と同じであるが
、第１実施形態では、駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲにのみブレーキトルクＴｂを付加し、従動輪
ＷＲＬ，ＷＲＲには、ブレーキトルクＴｂを付加しなかったが、本実施形態では、駆動輪
ＷＦＬ，ＷＦＲにはブレーキトルクＴｂを付加せずに、従動輪ＷＲＬ～ＷＲＲにのみブレ
ーキトルクを付加していることから、判定対象の駆動輪に作用するブレーキトルクはゼロ
である。
【００８７】
　判定対象の車輪速度が一定なので、ｄω／ｄｔ＝０が成り立つ。また、式（１）では、
駆動トルクとブレーキトルクが釣り合っていたが、本実施形態では、ブレーキトルクがゼ
ロとなった分だけ、路面μは駆動トルクに見合うタイヤトルクによるものとなる。このと
き、タイヤトルクがタイヤ回転方向と反対方向のトルクであることから、タイヤトルクに
よる路面μは負として扱うことができる。車輪速度が１０～３０ｋｍ／ｈと比較的低速な
ので、走行抵抗Ｔｒが一定値とすることができる。
【００８８】
　上記条件が成り立つと、式（１１）が成り立つ。
【００８９】
　０＝Ｗ×ｒ×（－μ）＋Ｗ×ｒ×（－μｒ）＋Ｔｄ－Ｔｒ　　　・・・　　（１１）
　式（１１）より式（１２）が成り立つ。
【００９０】
　ｒ＝（－Ｔｄ＋Ｔｒ）／（Ｗ×（－μ）＋Ｗ×（－μｒ））　　 ・・・　　（１２）
　判定対象の駆動輪のスリップ率が０であり、駆動輪がスリップ率０の路面を走行してい
ることから、かかる路面から作用されるタイヤトルクによる路面μは小さいものであると
仮定できる。ここで、Ｔｄ，Ｔｒ，Ｗは既知であり、μ＝０とし、上述したと同様にして
、式（１２）より転がり抵抗μｒを算出し、タイヤ空気圧低下を判定する。
【００９１】
　あるいは、以前に測定した（－Ｔｄ）をメモリに記憶しておき、今回測定した（－Ｔｄ
）の絶対値と以前、例えば、前回測定したときの（－Ｔｄ）の絶対値とを比較することに
より、今回値が前回値よりも大きくなっていれば、前回よりも空気圧が低下していると判
断する。また、今回値が前回値よりも小さくなっていれば、前回よりも空気圧が高くなっ
た判断する。本実施形態によれば、第１実施形態の駆動輪空気圧低下判定と同様の効果が
ある。
【００９２】
　図１３は本発明の第３実施形態による駆動輪空気圧低下判定方法を示すフローチャート
である。以下、図面を参照して駆動輪空気圧低下判定方法の説明をする。ステップＳ１５
０～ステップＳ１６２までの処理は、図７中のステップＳ２～ステップＳ１４と同様であ
る。ステップＳ１６４で両従動輪ＷＲＬ～ＷＲＲにブレーキトルクＴｂを付加する。この
従動輪ＷＲＬ，ＷＲＲに付加されたブレーキトルクＴｂは、ブレーキトルクセンサ８ＲＬ
～８ＲＲで検出される。
【００９３】
　ステップＳ１６６で、判定対象の駆動輪の車輪速度が制御前の車輪速度に一致したか否
かを判定する。肯定判定ならば、ステップＳ１６８に進み、否定判定ならば、ステップＳ
１６４に戻り、車輪速度が制御前の車輪速度に一致するまで、従動輪ＷＦＬ～ＷＲＲにブ
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レーキトルクＴｂを付加する。ステップＳ１６８で、駆動トルクＴｄ、走行抵抗Ｔｒ、車
輪荷重Ｗ及び式（１２）から、転がり定数μｒを算出して、駆動輪の空気圧低下を判定す
る。
【００９４】
　あるいは、以前に測定した（－Ｔｄ）をメモリに記憶しておき、今回測定した（－Ｔｄ
）の絶対値と以前、例えば、前回測定したときの（－Ｔｄ）の絶対値とを比較することに
より、今回値が前回値よりも大きくなっていれば、前回よりも空気圧が低下していると判
定することができる。また、今回値が前回値よりも小さくなっていれば、前回よりも空気
圧が高くなったと判定することができる。本実施形態によれば、第１実施形態の駆動輪空
気圧低下判定と同様の効果がある。尚、今回の駆動輪の空気圧低下判定を本実施形態によ
る方法により実施した場合は、次回の駆動輪の空気圧低下判定についても今回と同様に本
実施形態による方法により実施される。
【００９５】
　図１４は、本発明の第３実施形態による従動輪空気圧低下判定制御手段の機能ブロック
図である。従動輪空気圧低下判定制御手段は、制御判定手段３００、駆動力制御手段３０
２、従動輪ブレーキ力制御手段３０４及び従動輪空気圧低下判定手段３０６を具備する。
本実施形態では、駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲに駆動トルクＴｄを追加し、判定対象の従動輪が
一定速度となるように両従動輪ＷＲＬ，ＷＲＲにブレーキ力を付加した状態で判定対象の
従動輪の空気圧低下を判定する。
【００９６】
　制御判定手段３００は、判定対象の従動輪がスリップしておらず、車速が上述したと同
様に一定範囲であり、判定対象の従動輪の車輪速度が一定であるときに、従動輪の空気圧
低下判定をするための条件が満たされたと判定する。
【００９７】
　駆動輪ブレーキトルク制御手段３０２は、図４中の駆動力制御手段１５２と実質的に同
一であり、駆動輪ＷＦＬ，ＷＦＲに駆動トルクＴｄを追加する。追加する駆動トルクは、
駆動力制御手段１５２の制御によるものと同じである。従動輪ブレーキ力制御手段３０４
は、液圧式ブレーキ装置２を制御して、判定対象の従動輪が制御前と同じ一定の車輪速度
となるように、車輪ブレーキ６ＲＬ，６ＲＲにブレーキトルクＴｂを少しずつ付加する。
【００９８】
　従動輪空気圧低下判定手段３０６は、以下のようにして、判定対象の従動輪の空気圧低
下を判定する。従動輪にブレーキトルクＴｂと走行抵抗Ｔｒが車輪に作用して、車輪が路
面を走行しているとき、車輪について、式（１３）に示す運動方程式が成り立つ。
【００９９】
　Ｉｄω／ｄｔ＝Ｗ×ｒ×μ＋Ｗ×ｒ×（－μｒ）－Ｔｂ－Ｔｒ　　・・・　（１３）
　Ｉは従動輪のホイールイナーシャ、ｄω／ｄｔは判定対象の従動輪の角加速度、Ｗは車
輪荷重、ｒは車輪動半径、μはタイヤと路面間の摩擦係数、μｒはタイヤの転がり抵抗、
Ｔｒは１つの車輪当りの走行抵抗のトルク換算値である。従動輪にブレーキトルクＴｂを
付加していることから、ブレーキトルクＴｂに見合うタイヤの回転方向と同じ方向に作用
する路面からのタイヤトルクが発生し、μを正の値として扱うことができる。尚、本実施
形態では、駆動輪ＷＦＬ，ＷＲＲにはブレーキトルクＴｂを付加していないことから、実
施形態のブレーキトルクＴｂは、第１実施形態の従動輪の空気圧低下判定の場合のブレー
キトルクの約２倍となる。
【０１００】
　判定対象の従動輪の車輪速度が一定なので、ｄω／ｄｔ＝０が成り立つ。従動輪の車輪
速度が１０～３０ｋｍ／ｈと比較的低速なので、走行抵抗Ｔｒが一定値とすることができ
る。上記条件が成り立つと、式（１４）が成り立つ。
【０１０１】
　０＝Ｗ×ｒ×μ＋Ｗ×ｒ×（－μｒ）－Ｔｂ－Ｔｒ　　　　　　・・・　（１４）
　式（１４）より式（１５）が成り立つ。
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【０１０２】
　ｒ＝（Ｔｂ＋Ｔｒ）／（Ｗ×μ＋Ｗ×（－μｒ））　　　　　　　・・・　（１５）
　判定対象の従動輪のスリップ率が０であり、従動輪がスリップ率０の路面を走行してい
ることから、かかる路面から作用されるタイヤトルクにおける路面μは小さいものである
と仮定できる。従って、（１５）において、路面μは転がり抵抗μｒに比べて十分小さく
ゼロと仮定することができる。ここで、Ｔｂ，Ｔｒ，Ｗは既知であり、μ＝０とし、上述
したと同様にして、式（１５）より転がり抵抗μｒを算出し、タイヤ空気圧低下を判定す
る。
【０１０３】
　あるいは、空気圧低下の判定毎に、判定対象の従動輪について、Ｔｂの絶対値をメモリ
に記憶しておき、今回の判定対象の従動輪のＴｂの絶対値とメモリに記憶された判定対象
の従動輪の以前のＴｂの絶対値とを比較して、今回の絶対値が以前の絶対値よりも大きく
なったとき、空気圧低下であると判定し、今回の絶対値が以前の絶対値よりも小さくなっ
たとき、空気圧が高くなったと判定する。
【０１０４】
　図１５は本発明の第３実施形態による従動輪空気圧低下判定方法を示すフローチャート
である。以下、図面を参照して駆動輪空気圧低下判定方法の説明をする。ステップＳ２０
０～ステップＳ２１２までの処理は、図７中のステップＳ２～ステップＳ１４と同様であ
る。ステップＳ２１４で両従動輪ＷＲＬ～ＷＲＲにブレーキトルクＴｂを付加する。この
従動輪ＷＲＬ，ＷＲＲに付加されたブレーキトルクＴｂは、ブレーキトルクセンサ８ＲＬ
～８ＲＲで検出される。
【０１０５】
　ステップＳ２１６で、判定対象の従動輪の車輪速度が制御前の車輪速度に一致したか否
かを判定する。肯定判定ならば、ステップＳ２１８に進み、否定判定ならば、ステップＳ
２１４に戻り、車輪速度が制御前の速度に一致するまで、従動輪ＷＦＬ～ＷＲＲにブレー
キトルクＴｂを付加する。ステップＳ２１８で、ブレーキトルクセンサ８により検出され
たブレーキトルクＴｂ、走行抵抗Ｔｒ、車輪荷重Ｗ及び式（１５）から転がり定数μｒを
算出して、駆動輪の空気圧低下を判定する。あるいは、以前に測定したＴｂをメモリに記
憶しておき、今回測定したＴｂの絶対値と以前、例えば、前回測定したときのＴｂの絶対
値とを比較することにより、今回値が前回値よりも大きくなっていれば、前回よりも空気
圧が低下していると判定することができる。また、今回値が前回値よりも小さくなってい
れば、前回よりも空気圧が高くなったと判定することができる。本実施形態によれば、第
１実施形態の従動輪空気圧低下判定と同様の効果がある。尚、今回の従動輪の空気圧低下
判定を本実施形態による方法により実施した場合は、次回の従動輪の空気圧低下判定につ
いても今回と同様に本実施形態による方法により実施される。
【図面の簡単な説明】
【０１０６】
【図１】本発明が適用される車両システムの概略構成図である。
【図２】図１中の液圧式ブレーキ装置の構成図である。
【図３】本発明の実施形態による車両用動力源及び車両ブレーキ制御装置の機能ブロック
図である。
【図４】本発明の第１実施形態による駆動輪空気圧低下判定制御手段の機能ブロック図で
ある。
【図５】空気圧とスリップ率と転がり定数の関係を示す図である。
【図６】走行抵抗を示す図である。
【図７】本発明の第１実施形態による駆動輪空気圧低下判定方法を示すフローチャートで
ある。
【図８】本発明の第１実施形態による従動輪空気圧低下判定制御手段の機能ブロック図で
ある。
【図９】本発明の第１実施形態による従動輪空気圧低下判定方法を示すフローチャートで
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【図１０】本発明の第２実施形態による駆動輪空気圧低下判定制御手段の機能ブロック図
である。
【図１１】本発明の第２実施形態による駆動輪空気圧低下判定方法を示すフローチャート
である。
【図１２】本発明の第３実施形態による駆動輪空気圧低下判定制御手段の機能ブロック図
である。
【図１３】本発明の第３実施形態による駆動輪空気圧低下判定方法を示すフローチャート
である。
【図１４】本発明の第３実施形態による従動輪空気圧低下判定制御手段の機能ブロック図
である。
【図１５】本発明の第３実施形態による従動輪空気圧低下判定方法を示すフローチャート
である。
【符号の説明】
【０１０７】
２　液圧式ブレーキ装置
４　スロットル弁駆動装置
６ＦＦ，６ＦＲ，６ＲＬ，６ＲＲ　車輪ブレーキ
８ＦＬ，８ＦＲ，８ＲＬ，８ＲＲ　ブレーキトルクセンサ
１０ＦＬ，１０ＦＲ，１０ＲＬ，１０ＲＲ　車輪速度センサ
１５０，１６０，２００，２５０，３００　制御判定手段
１５２，１６２，２０２，２５２，３０２　駆動力制御手段
１５４，１６６，２０４　駆動輪ブレーキ力制御手段
１６４，２０６，２５４，３０４　従動輪ブレーキ力制御手段
１５６，２０８，２５６　駆動輪空気圧低下判定手段
１６８，３０６　従動輪空気圧低下判定手段
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